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公布された規則のあらまし

◇職員の職の設置に関する規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

平成19年７月の組織改正に伴い、職員の職に、新たにチーム長の職を加える。

２ 規則の概要

(１) 職員の職に、チーム長の職を設ける。

(２) 施行期日は、平成19年７月５日とする。

◇鳥取県行政組織規則等の一部改正について

１ 規則の改正理由

県民との協働・連携の推進、産業振興・雇用確保等、新たな行政需要及び緊急の課題に対応するため、次世

代改革室、協働連携推進課、分権自治推進課及び産業振興戦略総室の設置等本庁の課等の整備を行うととも

に、附属機関の庶務担当機関を改める等県の行政組織を改正する。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県行政組織規則の一部改正

ア 本庁組織に関する事項

(ア) 次に掲げる課等を新設する。

ａ 企画部次世代改革室

ｂ 企画部協働連携推進課

ｃ 企画部分権自治推進課

ｄ 商工労働部産業振興戦略総室

(イ) 次に掲げる課等を廃止する。

ａ 企画部とっとりイメージ創出室

ｂ 企画部地域自立戦略課

ｃ 商工労働部企業立地課

イ 附属機関に関する事項

鳥取県個人情報保護審議会のうち住民基本台帳に関する事務の庶務担当機関を分権自治推進課（現行

地域自立戦略課）とする。

ウ その他

内部組織及び所掌事務について所要の規定の整備を行う。

(２) 鳥取県個人情報保護審議会規則の一部改正

(１)に伴う所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成19年７月５日とする。

◇鳥取県事務処理権限規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

平成19年７月の県の行政組織の見直し及び企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化

に関する法律の制定等に伴い、事務処理権限の区分について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 行政組織の見直しに伴うもの

協働連携推進課の新設その他の組織改正に伴い、所要の規定の整備を行う。

(２) 法令の制定改廃に伴うもの

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律等に基づく基本計画の作成
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等の事務処理権限の区分を次のとおり定めるとともに、所要の規定の整備を行う。

区 分 決裁権限

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律

・基本計画の作成及び変更 知事決裁

・地域産業活性化協議会の設置及び構成員の追加

・基本計画の作成及び変更に係る主務大臣への協議 部長専決

・基本計画の軽微な変更及び当該変更に係る主務大臣への届出

・企業立地計画の承認、承認の取消し及び変更の承認

・事業高度化計画の承認、承認の取消し及び変更の承認

・基本計画の作成及び変更に係る公表 課長専決

・地域産業活性化協議会を組織する旨の公表

・企業立地計画及び事業高度化計画の承認並びに変更承認に係る関係市町村

への通知

・企業立地計画及び事業高度化計画の実施状況の報告の徴収 課長委任

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律

・基本構想の作成及び変更 知事決裁

・基本構想の作成及び変更に係る主務大臣への申請 部長専決

・地域産業資源活用事業計画（計画の変更を含む。）の検討及び主務大臣へ

の送付

・基本構想（構想の変更を含む。）の公表 課長専決

(３) 施行期日は、平成19年７月５日とする。

◇鳥取県会計規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

シンポジウム等において、県史に関する県の刊行物を販売するため、出納員に委任させる事務に県史に関す

る県の刊行物の販売代金等に係る現金の収納に関する事務を加える等所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 出納員に委任させる事務に県史に関する県の刊行物の販売代金及び送付に要する費用に係る現金の収納

に関する事務を加える。

(２) 前金払をすることができる経費にケーブルテレビの利用料金を加える。

(３) 平成19年７月の組織改正に伴い、所要の改正を行う。

(４) その他所要の規定の整備を行う。

(５) 施行期日は、平成19年７月５日とする(３)を除き、公布日とする。
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規 則

職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年７月３日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第65号

職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則

職員の職の設置に関する規則（昭和39年鳥取県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

部長、局長、所長、理事監、防災監、行政監察 部長、局長、所長、理事監、防災監、行政監察

監、次長、参事監、検査監、室長、副局長、校長、 監、次長、参事監、検査監、室長、副局長、校長、

院長、館長、園長、副出納長、課長、参事、事務局 院長、館長、園長、副出納長、課長、参事、事務局

長、主任教授、副所長、副校長、寮長、総括検査専 長、主任教授、副所長、副校長、寮長、総括検査専

門員、検査専門員、税務専門員、用地専門員、民工 門員、検査専門員、税務専門員、用地専門員、民工

芸振興官、チーム長、課長補佐、主幹、室長補佐、 芸振興官、課長補佐、主幹、室長補佐、館長補佐、

館長補佐、事務局次長、事務次長、教授、主計員、 事務局次長、事務次長、教授、主計員、企画員、広

企画員、広報企画員、船長、主任監察員、税務主 報企画員、船長、主任監察員、税務主幹、教務主

幹、教務主幹、専技主幹、普及主幹、用地主幹、検 幹、専技主幹、普及主幹、用地主幹、検査主幹、係

査主幹、係長、副主幹、教務主任、身体障害者福祉 長、副主幹、教務主任、身体障害者福祉司、知的障

司、知的障害者福祉司、査察指導員、保育士長、副 害者福祉司、査察指導員、保育士長、副保育士長、

保育士長、助教授、農業専門技術員、生活改良専門 助教授、農業専門技術員、生活改良専門技術員、林

技術員、林業専門技術員、普及指導員、林業普及指 業専門技術員、普及指導員、林業普及指導員、機関

導員、機関長、監察員、主事、学芸員、機械技師、 長、監察員、主事、学芸員、機械技師、電気技師、

電気技師、衛生技師、造園技師、建築技師、商工技 衛生技師、造園技師、建築技師、商工技師、農林技

師、農林技師、水産技師、土木技師、教官、秘書、 師、水産技師、土木技師、教官、秘書、保健師、社

保健師、社会福祉主事、精神福祉主事、精神保健福 会福祉主事、精神福祉主事、精神保健福祉士、心理

祉士、心理療法士、心理判定員、児童福祉司、児童 療法士、心理判定員、児童福祉司、児童自立支援専

自立支援専門員、児童指導員、生活指導員、児童生 門員、児童指導員、生活指導員、児童生活支援員、

活支援員、保育士、栄養士、理学療法士、医療ソー 保育士、栄養士、理学療法士、医療ソーシャルワー

シャルワーカー、講師、薬剤師、看護師、歯科衛生 カー、講師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、職業訓

士、職業訓練指導員、改良普及員、林業改良指導 練指導員、改良普及員、林業改良指導員、機関士、

員、機関士、航海士、通信士、船員、専門員、総括 航海士、通信士、船員、専門員、総括専門員、専門

専門員、専門指導員、文化財主事、場長、分場長、 指導員、文化財主事、場長、分場長、試験地長、特

試験地長、特別研究員、研究員、副院長、医長、副 別研究員、研究員、副院長、医長、副医長、医師、

医長、医師、歯科医師、診療放射線技師、作業療法 歯科医師、診療放射線技師、作業療法士、言語聴覚

士、言語聴覚士、理療師、看護師長、看護主任、准 士、理療師、看護師長、看護主任、准看護師、車庫

看護師、車庫長、副車庫長、守衛長、副守衛長、現 長、副車庫長、守衛長、副守衛長、現業職長、自動
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業職長、自動車整備士、運転士、守衛、交換手、ボ 車整備士、運転士、守衛、交換手、ボイラ技士、機

イラ技士、機械技手、調理師、調理員、検査助手、 械技手、調理師、調理員、検査助手、農業技手、畜

農業技手、畜産技手、林業技手、道路技術員、現業 産技手、林業技手、道路技術員、現業主事、寮母、

主事、寮母、寮父、介助員、隊長、副隊長、隊員、 寮父、介助員、隊長、副隊長、隊員、保安管理員、

保安管理員、液化石油ガス検査員、医療監視員、薬 液化石油ガス検査員、医療監視員、薬事監視員、毒

事監視員、毒物劇物監視員、麻薬取締員、栄養指導 物劇物監視員、麻薬取締員、栄養指導員、環境衛生

員、環境衛生指導員、食品衛生監視員、家庭用品衛 指導員、食品衛生監視員、家庭用品衛生監視員、防

生監視員、防疫員、肥料検査員、土地調査員、建築 疫員、肥料検査員、土地調査員、建築主事、建築監

主事、建築監視員、狂犬病予防員、動物愛護管理 視員、狂犬病予防員、動物愛護管理員、狂犬病予防

員、狂犬病予防技術員、動物愛護技術員、公営住宅 技術員、動物愛護技術員、公営住宅監理員、小作主

監理員、小作主事、と畜検査員、地方種畜検査委 事、と畜検査員、地方種畜検査委員、家畜防疫員、

員、家畜防疫員、森林害虫防除員、魚類防疫員、漁 森林害虫防除員、魚類防疫員、漁業監督吏員、道路

業監督吏員、道路監理員、河川監理員、砂防管理 監理員、河川監理員、砂防管理員、出納員、分任出

員、出納員、分任出納員、会計員、企業出納員及び 納員、会計員、企業出納員及び現金取扱員

現金取扱員

附 則

この規則は、平成19年７月５日から施行する。
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鳥取県行政組織規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年７月３日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第66号

鳥取県行政組織規則等の一部を改正する規則

（鳥取県行政組織規則の一部改正）

第１条 鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動号」という。）に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動後号」という。）が存在する場

合には、当該移動号を当該移動後号とし、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には、当該移動号（以

下この条において「削除号」という。）を削り、移動後号に対応する移動号が存在しない場合には、当該移動

後号（以下この条において「追加号」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下この条において「改正部分」

という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号を除く。以下この条にお

いて「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応

する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場

合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という。）に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という。）が存在する場合に

は、当該改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には、当該改正表を削

る。

改 正 後 改 正 前

（局及び課並びに内部組織の設置） （局及び課並びに内部組織の設置）

第６条 次の表の左欄に掲げる部局等に、同表の中欄 第６条 次の表の左欄に掲げる部局等に、同表の中欄

に掲げる局及び課を置き、課に内部組織として同表 に掲げる局及び課を置き、課に内部組織として同表

の右欄に掲げる係等を置く。 の右欄に掲げる係等を置く。

部局等 局及び課 内 部 組 織 部局等 局及び課 内 部 組 織

略 略

企画部 略 企画部 略

次世代改革 とっとりイ

室 メージ創出

室

広報課 企画報道担当 広報紙担当 広報課 企画報道担当 広報紙担当

電子広報担当 情報発信強化 電子広報担当

・催事調整担当

協働連携推 政策連携担当 協働担当 地域自立戦 自立企画担当 協働担当 中

進課 略課 山間地域振興担当

分権自治推 分権自治担当 財政担当 選 分権自治推 財政担当 分権自

進課 挙担当 地域振興担当 進室 治担当 選挙担当

略 略
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商工労 経済政策課 略 商工労 経済政策課 略

働部 企画調査室 経済政策調査企画 働部 企画推進室

担当 経済・雇用

振興キャビネット

担当

産業開発課 産業振興担当 知的財産担当 産業開発課 経営革新支援担当 国際通商

担当 知的財産担当

略 略

産業振興戦 産業立地政 企業立地課 企業誘致担当 ワンストップ

略総室 策チーム サービス担当 産業立地政策

企業誘致推 担当

進チーム

新事業開拓

チーム

雇用・人材

確保チーム

労働雇用課 労政福祉係 職業能力開発係 労働雇用課 労政福祉係 職業能力開発係

雇用就業支援係

雇用政策室

障害者就業 障害者就業

支援室 支援室

略 略

（企画部各課の所掌事務） （企画部各課の所掌事務）

第８条 企画部各課の所掌事務は、次のとおりとす 第８条 企画部各課の所掌事務は、次のとおりとす

る。 る。

政策企画課 政策企画課

(１) 県政に係る重要施策の企画及び総合調整に関 (１) 県政に係る重要施策の企画及び総合調整に関

すること（次世代改革室の所掌に属するものを除 すること。

く。）。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

(４) その他県政に係る総合企画及び連絡調整に関 (４) その他県政に係る総合企画及び連絡調整に関

すること（次世代改革室の所掌に属するものを除 すること。

く。）。

(５)～(７) 略 (５)～(７) 略

次世代改革室

(１) 次世代改革の推進に係る総合調整に関するこ

と。

(２) 将来ビジョンの策定に関すること。

とっとりイメージ創出室

(１) 県及び県庁のイメージの創出に係る施策の企

画及び総合調整に関すること。

(２) 県及び県庁の情報発信に係る企画及び総合調

整に関すること。

(３) 催事に係る総合調整に関すること。
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広報課 広報課

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 県及び県庁のイメージの創出に係る施策の企

画及び総合調整に関すること。

(５) 県及び県庁の情報発信に係る企画及び総合調

整に関すること。

(６) 催事に係る総合調整に関すること。

地域自立戦略課

(１) 地域の自立の推進に関すること。

(２) 鳥取ルネッサンスの推進に関すること。

(３) ボランティア等の社会参加活動の推進に係る

総合調整に関すること。

(４) 特定非営利活動法人に関すること。

(５) 過疎・中山間地域の振興に関すること。

(６) 市町村の行財政に関すること。

(７) 市町村の地方分権の推進に関すること。

協働連携推進課

(１) 県民及び大学、研究機関、非営利公益活動団

体等の団体と連携した施策形成の推進に関するこ

と。

(２) ボランティア等の社会参加活動の推進に係る

総合調整に関すること。

(３) 特定非営利活動法人に関すること。

分権自治推進課

(１) 市町村の地方分権の推進に関すること。

(２) 市町村の行財政に関すること。

(３) 選挙に関すること。

(４) 過疎・中山間地域の振興に関すること。

(５) 県外からの定住促進等地域振興に関するこ

と。

青少年・文教課～統計課 略 青少年・文教課～統計課 略

（商工労働部各課の所掌事務） （商工労働部各課の所掌事務）

第11条 商工労働部の各課の所掌事務は、次のとおり 第11条 商工労働部の各課の所掌事務は、次のとおり

とする。 とする。

経済政策課 経済政策課

(１)～(９) 略 (１)～(９) 略

(10) 経済・雇用振興キャビネットに関すること。

(11) 略 (10) 略

(12) 略 (11) 略

(13) 略 (12) 略

産業開発課 産業開発課

(１) 略 (１) 略

(２) 企業の育成に関すること。

(２) 略 (３) 略
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(３) 共同して研究等を行う大学等、民間企業、金 (４) 共同して研究等を行う大学等、民間及び官庁

融機関及び官庁の連携に関すること。 の連携に関すること。

(５) 貿易の振興及び経済交流に関すること。

(４) 略 (６) 略

(５) 略 (７) 略

(６) 竹内工業団地及び崎津工業団地に係る企業立

地の推進に関すること。

企業立地課

(１) 企業立地の推進に関すること。

(２) 農村地域への工業等の導入の促進に関するこ

と。

(３) 低開発地域の振興に関すること。

産業振興戦略総室

(１) 企業立地の促進等による地域における産業集

積の形成及び活性化に関すること。

(２) 貿易の振興及び経済交流に関すること。

(３) 物流施策に関すること。

(４) 企業立地の推進に関すること（産業開発課の

所掌に属するものを除く。）。

(５) 企業の新事業開拓支援に関すること。

(６) 中小企業による地域産業資源を活用した事業

活動の促進に関すること。

(７) 雇用情勢の改善及び人材の確保に関するこ

と。

労働雇用課 労働雇用課

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

(６) 雇用・就業対策に関すること（産業振興戦略 (６) 雇用対策に関すること。

総室の所掌に属するものを除く。）。

(７) 略 (７) 略

（附属機関の名称、担任する事務及び庶務担当機関） （附属機関の名称、担任する事務及び庶務担当機関）

第18条 法第138条の４第３項の規定に基づく、附属 第18条 法第138条の４第３項の規定に基づく、附属

機関として置かれたものは、次の表の左欄に掲げる 機関として置かれたものは、次の表の左欄に掲げる

とおりであり、担任する事務は、それぞれ同表の中 とおりであり、担任する事務は、それぞれ同表の中

欄に掲げるとおりであり、その庶務は、それぞれ同 欄に掲げるとおりであり、その庶務は、それぞれ同

表の右欄に掲げる機関においてつかさどる。 表の右欄に掲げる機関においてつかさどる。

庶務担当 庶務担当
附属機関 担任する事務 附属機関 担任する事務

機関 機関

略 略

鳥取県個人 略 鳥取県個人 略

情報保護審 住民基本台帳法（昭和42年 分権自治 情報保護審 住民基本台帳法（昭和42年 地域自立

議会 法律第81号）の規定により 推進課 議会 法律第81号）の規定により 戦略課

その権限に属させられた事 その権限に属させられた事

項についての調査審議及び 項についての調査審議及び

知事の諮問に応じて行う同 知事の諮問に応じて行う同
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による通知に係る本人確認 による通知に係る本人確認

情報の保護に関する事項に 情報の保護に関する事項に

ついての調査審議並びにこ ついての調査審議並びにこ

れらの事項についての知事 れらの事項についての知事

に対する建議に関する事務 に対する建議に関する事務

略 略

（鳥取県個人情報保護審議会規則の一部改正）

第２条 鳥取県個人情報保護審議会規則（平成11年鳥取県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（庶務） （庶務）

第４条 審議会の庶務は、総務部県民室及び企画部分 第４条 審議会の庶務は、総務部県民室及び企画部地

権自治推進課において処理する。 域自立戦略課において処理する。

附 則

この規則は、平成19年７月５日から施行する。

平成19年７月３日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第102号
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鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年７月３日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第67号

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下「移動別表細目」という。）を当

該移動別表細目に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目とする。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応す

る次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の表示を除く。以下「改正後部分」という。）が存在

する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、

当該改正部分を削る。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加え

る。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)～(11) 略 (１)～(11) 略

(12) 課内室長等 組織規則第６条の表内部組織の (12) 課内室長 組織規則第６条の表内部組織の欄

欄に掲げる情報システム管理室、草の根自治支援 に掲げる情報システム管理室、草の根自治支援

室、公益法人・団体指導室、県史編さん室、営繕 室、公益法人・団体指導室、県史編さん室、営繕

室、給与管理室、行政情報管理室、市町村税制支 室、給与管理室、行政情報管理室、市町村税制支

援室、企画総務室、地域生活支援室、地域医療推 援室、分権自治推進室、企画総務室、地域生活支

進室、地球温暖化対策室、環境産業育成室、企画 援室、地域医療推進室、地球温暖化対策室、環境

調査室、産学金官連携室、産業立地政策チーム、 産業育成室、企画推進室、産学金官連携室、雇用

企業誘致推進チーム、新事業開拓チーム、雇用・ 政策室、障害者就業支援室、企画調整室、地域農

人材確保チーム、障害者就業支援室、企画調整 業基盤室、林業・林産振興室、水産振興室、用地

室、地域農業基盤室、林業・林産振興室、水産振 室及び高速道路推進室の長をいう。

興室、用地室及び高速道路推進室の長をいう。

(13)～(17) 略 (13)～(17) 略

（専決事項） （専決事項）

第４条 略 第４条 略

２～５ 略 ２～５ 略

６ 第１項から第４項までの規定にかかわらず、課長 ６ 第１項から第４項までの規定にかかわらず、課長

は、別表第１から別表第４までに掲げる事項（課長 は、別表第１から別表第４までに掲げる事項（課長

に係るものに限る。）のうち特に必要があると認め に係るものに限る。）のうち特に必要があると認め

る事項について、課内室長等に専決させることがで る事項について、課内室長に専決させることができ

きる。 る。
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７～10 略 ７～10 略

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

略 略

協一 特定非営１ 同法第10条第１ ○ 総合事務所長

働 利活動促進 項の規定による特

連 法（平成10 定非営利活動法人

携 年法律第７ の設立の認証

推 号）に基づ

進 く知事の権２ 同法第10条第２ ○ 総合事務所長

課 限に属する 項（同法第25条第

事務 ５項及び第34条第

５項において準用

される場合を含

む。）の規定によ

る認証の申請に係

る公告

３ 同法第25条第３ ○ 総合事務所長

項の規定による定

款の変更の認証

４ 同法第31条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による特

定非営利活動法人

の解散の認定

５ 同法第32条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による残

余財産の譲渡の認

証

６ 同法第34条第３ ○ 総合事務所長

項の規定による特

定非営利活動法人

の合併の認証

７ 同法第41条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による業

務若しくは財産の

状況に関する報告

の徴収又は立入検

査の実施

８ 同法第42条の規 ○ 総合事務所長

定による特定非営

利活動法人に対す

る改善命令

９ 同法第43条第１ ○ 総合事務所長

項及び第２項の規

定による特定非営

利活動法人の設立

の認証の取消し

分一～十一 略 地一～十一 略

権 域

自十二 地方公１ 略 自十二 地方公１ 略

治 営企業法施 立 営企業法施

推 行令（昭和２ 同令第33条の規 ○ 戦 行令（昭和２ 同令第33条の規 ○

進 27年政令第 定により準用する 略 27年政令第 定により準用する

課 403号）に 地方財政再建促進 課 403号）に 地方財政再建促進

基づく知事 特別措置法施行令 基づく知事 特別措置法施行令

の権限に属 （昭和30年政令第 の権限に属 第15条の規定によ

する事務 333号）第15条の規 する事務 る地方公営企業法

定による地方公営 又は同令に基づい

企業法又は同令に て総務大臣に提出

基づいて総務大臣 すべき書類の受理

に提出すべき書類 並びに当該書類及

の受理並びに当該 びその意見の総務

書類及びその意見 大臣への提出

の総務大臣への提

出
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３及び４ 略 ３及び４ 略

十三 地方財１ 地方財政再建促 ○ 十三 地方財１ 地方財政再建促 ○

政再建促進 進特別措置法施行 政再建促進 進特別措置法施行

特別措置法 令第13条第１項の 特別措置法 令（昭和30年政令

（昭和30年 規定により知事の （昭和30年 第333号）第13条第

法律第195 権限に属するもの 法律第195 １項の規定により

号）に基づ とされた同法第22 号）に基づ 知事の権限に属す

く知事の権 条第３項において く知事の権 るものとされた同

限に属する 準用し、同項の規 限に属する 法第22条第３項に

事務 定により読み替え 事務 おいて準用し、同

る同法第３条第５ 項の規定により読

項前段の規定及び み替える同法第３

同法第22条第４項 条第５項前段の規

において準用し、 定及び同法第22条

同項の規定により 第４項において準

読み替える同法第 用し、同項の規定

３条第１項の規定 により読み替える

による準用財政再 同法第３条第１項

建団体の財政再建 の規定による準用

計画の変更の同意 財政再建団体の財

政再建計画の変更

の同意

２及び３ 略 ２及び３ 略

十四～十七 略 十四～十七 略

十八 特定非１ 同法第10条第１ ○ 総合事務所長

営利活動促 項の規定による特

進法（平成 定非営利活動法人

10年法律第 の設立の認証

７号）に基

づく知事の２ 同法第10条第２ ○ 総合事務所長

権限に属す 項（同法第25条第

る事務 ５項及び第34条第

５項において準用

される場合を含

む。）の規定によ

る認証の申請に係

る公告

３ 同法第25条第３ ○ 総合事務所長

項の規定による定

款の変更の認証

４ 同法第31条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による特

定非営利活動法人

の解散の認定

５ 同法第32条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による残

余財産の譲渡の認

証

６ 同法第34条第３ ○ 総合事務所長

項の規定による特

定非営利活動法人

の合併の認証

７ 同法第41条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による業

務若しくは財産の

状況に関する報告

の徴収又は立入検

査の実施

８ 同法第42条の規 ○ 総合事務所長

定による特定非営

利活動法人に対す

る改善命令

９ 同法第43条第１ ○ 総合事務所長

項及び第２項の規

定による特定非営

利活動法人の設立

の認証の取消し

略 略

産 産一 特定産業１ 同法第５条第１ ○

業 業 集積の活性 項の規定による基

開 開 化に関する 盤的技術産業集積
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発 発 臨時措置法 の活性化計画の作

課 課 （平成９年 成

法律第28

号）に基づ２ 同法第７条第４ ○

く知事の権 項の規定による高

限に属する 度化等計画の承認

事務

３ 同法第８条第２ ○

項の規定による高

度化等計画の承認

の取り消し

４ 同法第８条第３ ○

項において準用す

る同法第７条第４

項の規定による承

認高度化等計画の

変更の承認

５ 同法第９条第４ ○

項の規定による高

度化等円滑化計画

の承認

６ 同法第10条第３ ○

項において準用す

る同法第９条第４

項の規定による承

認高度化等円滑化

計画の変更の承認

７ 同法第10条第２ ○

項の規定による承

認高度化等円滑化

計画の承認の取り

消し

８ 同法第21条第１ ○

項の規定による特

定中小企業集積活

性化計画の作成

９ 同法第23条第４ ○

項の規定による進

出計画の承認

10 同法第24条第３ ○

項において準用す

る同法第23条第４

項の規定による承

認進出計画の変更

の承認

11 同法第24条第２ ○

項の規定による承

認進出計画の承認

の取り消し

12 同法第25条第４ ○

項の規定による進

出円滑化計画の承

認

13 同法第26条第３ ○

項において準用す

る同法第25条第４

項の規定による承

認進出円滑化計画

の変更の承認

14 同法第26条第２ ○

項の規定による承

認進出円滑化計画

の承認の取消し

一 中小企業 二 中小企業１ 同法第８条第１ ○

の新たな事 の新たな事 項の規定による個

業活動の促 業活動の促 人の新規中小企業

進に関する 進に関する 者に係る事業開始

法律（平成 法律（平成 後５年を経過して

11年法律第 11年法律第 いないことの認定

18号）に基 18号）に基

づく知事の づく知事の２ 同法第９条第３ ○

権限に属す 権限に属す 項の規定による経

る事務 る事務 営革新計画の承認
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３ 同法第10条第３ ○

項において準用す

る同法第９条第３

項の規定による承

認経営革新計画の

変更の承認

４ 同法第10条第２ ○

項の規定による承

認経営革新計画の

取消し

１ 略 ５ 略

２ 略 ６ 略

３ 略 ７ 略

三 地方自治１ 同規則第12条の ○

法施行規則 ３の２第１項の規

（昭和22年 定による新商品の

省令第29 生産により新たな

号）に基づ 事業分野の開拓を

く知事の権 図る者（以下「新

限に属する 事業開拓事業者」

事務 という。）の認定

２ 同規則第12条の ○

３の２第３項の規

定による変更後の

実施計画の確認

３ 同規則第12条の ○

３の２第４項の規

定による新事業開

拓事業者の取り消

し

二 略 四 略

五 流通業務１ 同法第４条第１ ○

の総合化及 項の規定による総

び効率化の 合効率化計画の認

促進に関す 定

る法律施行

令（平成17 ２ 同法第５条第１ ○

年政令第 項の規定による総

298号）第 合効率化計画の変

６条の規定 更の認定

により知事

の権限に属３ 同法第５条第２ ○

するものと 項の規定による総

された流通 合効率化計画の認

業務の総合 定の取消し

化及び効率

化の促進に４ 同法第７条第１ ○

関する法律 項の規定による特

（平成17年 定流通業務施設の

法律第85 確認

号）に基づ

く事務 ５ 同法第21条の規 ○

定による報告の徴

収

産一 流通業務１ 同法第４条第１ ○ 企

業 の総合化及 項の規定による総 業

振 び効率化の 合効率化計画の認 立

興 促進に関す 定 地

戦 る法律施行 課

略 令（平成17 ２ 同法第５条第１ ○

総 年政令第 項の規定による総

室 298号）第 合効率化計画の変

６条の規定 更の認定

により知事

の権限に属３ 同法第５条第２ ○

するものと 項の規定による総

された流通 合効率化計画の認

業務の総合 定の取消し

化及び効率

化の促進に４ 同法第７条第１ ○

関する法律 項の規定による特

（平成17年 定流通業務施設の

法律第85 確認

号）に基づ
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く知事の権５ 同法第21条の規 ○

限に属する 定による報告の徴

事務 収

二 企業立地１ 同法第５条第１ ○

の促進等に 項の規定による基

よる地域に 本計画の作成

おける産業

集積の形成２ 同法第５条第１ ○

及び活性化 項の規定による基

に関する法 本計画の主務大臣

律（平成19 への協議

年法律第40

号）に基づ３ 同法第５条第７ ○

く知事の権 項の規定による基

限に属する 本計画の公表

事務

４ 同法第６条第１ ○

項の規定による基

本計画の変更

５ 同法第６条第１ ○

項の規定による基

本計画の変更に係

る主務大臣への協

議

６ 同法第６条第２ ○

項の規定による基

本計画の軽微な変

更及び当該変更に

係る主務大臣への

届出

７ 同法第６条第３ ○

項において準用す

る同法第５条第７

項の規定による基

本計画の変更の公

表

８ 同法第７条第１ ○

項の規定による地

域産業活性化協議

会の設置

９ 同法第７条第２ ○

項の規定による地

域産業活性化協議

会の構成員の追加

10 同法第７条第３ ○

項の規定による地

域産業活性化協議

会を組織する旨の

公表

11 同法第14条第３ ○

項の規定による企

業立地計画の承認

12 同法第14条第４ ○

項の規定による企

業立地計画の承認

に係る関係市町村

長への通知

13 同法第15条第２ ○

項の規定による企

業立地計画の承認

の取消し

14 同法第15条第３ ○

項において準用す

る同法第14条第３

項の規定による企

業立地計画の変更

の承認

15 同法第15条第３ ○

項において準用す

る同法第14条第４

項の規定による企

業立地計画の変更

承認に係る関係市
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町村長への通知

16 同法第16条第３ ○

項の規定による事

業高度化計画の承

認

17 同法第16条第４ ○

項の規定による事

業高度化計画の承

認に係る関係市町

村長への通知

18 同法第17条第２ ○

項の規定による事

業高度化計画の承

認の取消し

19 同法第17条第３ ○

項において準用す

る同法第16条第３

項の規定による事

業高度化計画の変

更の承認

20 同法第17条第３ ○

項において準用す

る同法第16条第４

項の規定による事

業高度化計画の変

更承認に係る関係

市町村長への通知

21 同法第23条の規 ○

定による企業立地

計画及び事業高度

化計画の実施状況

の報告の徴収

三 略 一 略

四 略 二 略

五 略 三 略

六 中小企業１ 同法第４条第１ ○

による地域 項の規定による基

産業資源を 本構想の作成

活用した事

業活動の促２ 同法第４条第１ ○

進に関する 項の規定による基

法律（平成 本構想の主務大臣

19年法律第 への認定の申請

39号）に基

づく知事の３ 同法第４条第５ ○

権限に属す 項の規定による基

る事務 本構想の公表

４ 同法第５条第１ ○

項の規定による基

本構想の変更

５ 同法第５条第１ ○

項の規定による基

本構想の変更に係

る主務大臣への認

定の申請

６ 同法第５条第３ ○

項において準用す

る同法第４条第５

項の規定による基

本構想の変更の公

表

７ 同法第６条第２ ○

項の規定による地

域産業資源活用事

業計画の検討及び

主務大臣への送付

８ 同法第７条第３ ○

項において準用す

る同法第６条第２

項の規定による地
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域産業資源活用事

業計画の計画変更

の検討及び主務大

臣への送付

七 中小企業１ 同法第８条第１ ○

の新たな事 項の規定による個

業活動の促 人の新規中小企業

進に関する 者に係る事業開始

法律に基づ 後５年を経過して

く知事の権 いないことの認定

限に属する

事務 ２ 同法第９条第３ ○

項の規定による経

営革新計画の承認

３ 同法第10条第３ ○

項において準用す

る同法第９条第３

項の規定による承

認経営革新計画の

変更の承認

４ 同法第10条第２ ○

項の規定による承

認経営革新計画の

取消し

八 地方自治１ 同規則第12条の ○

法施行規則 ３の２第１項の規

（昭和22年 定による新商品の

省令第29 生産により新たな

号）に基づ 事業分野の開拓を

く知事の権 図る者（以下「新

限に属する 事業開拓事業者」

事務 という。）の認定

２ 同規則第12条の ○

３の２第３項の規

定による変更後の

実施計画の確認

３ 同規則第12条の ○

３の２第４項の規

定による新事業開

拓事業者の取消し

九 略 四 略

略 略

附 則

この規則は、平成19年７月５日から施行する。
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鳥取県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年７月３日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第68号

鳥取県会計規則の一部を改正する規則

鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「追加号」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（追加号を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正

後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（使用印鑑の保管及び押印の事務） （使用印鑑の保管及び押印の事務）

第８条 略 第８条 略

２ 前項の規定にかかわらず、部の出納員（別に定め ２ 前項の規定にかかわらず、部の出納員の印鑑の保

るところにより口座を管理している出納員を除く。） 管は、出納局長と協議して会計管理室の出納員が指

の印鑑の保管は、出納局長と協議して会計管理室の 定する会計員に行わせるものとする。

出納員が指定する会計員に行わせるものとする。

（前金払のできる経費及び限度額） （前金払のできる経費及び限度額）

第77条 前金払をすることができる経費は、令第163 第77条 前金払をすることができる経費は、令第163

条第１号から第７号までに掲げるもののほか、次の 条第１号から第７号までに掲げるもののほか、次の

とおりとする。 とおりとする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) ケーブルテレビの利用料金

２ 略 ２ 略

（予定価格の入札執行前の公表） （予定価格の入札執行前の公表）

第127条の２ 契約権者は、当分の間、県が行う建設 第127条の２ 契約権者は、当分の間、県が行う建設

業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定 業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定

する建設工事に係る測量、建設コンサルタント、地 する建設工事に係る測量、建設コンサルタント、地

質調査及び補償コンサルタントの業務（以下この条 質調査及び補償コンサルタントの業務（以下この条

及び第130条の２において「測量等業務」とい 及び第130条の２において「測量等業務」とい

う。）に係る一般競争入札又は指名競争入札（以下 う。）に係る一般競争入札又は指名競争入札（以下

この条及び第130条の２において「入札」とい この条において「入札」という。）を適正に執行す

う。）を適正に執行するため特に必要があると認め るため特に必要があると認めるときは、当該測量等

るときは、当該測量等業務の予定価格を当該入札の 業務の予定価格を当該入札の執行前に公表すること

執行前に公表することができる。この場合におい ができる。この場合において、前条（第135条にお

て、前条（第135条において準用する場合を含 いて準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、

む。）の規定にかかわらず、予定価格を記載した書 予定価格を記載した書面は、封書にすることを要し

面は、封書にすることを要しない。 ない。
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２ 略 ２ 略

様式第４号（第19条関係）（Ａ列６号のもの複写式） 様式第４号（第19条関係）（Ａ列６号のもの複写式）

略 略

備考 １～３ 略 備考 １～３ 略

４ 納入者住所氏名欄は、書類の写しの作成

に要する費用及び県が発行する刊行物等の

販売代金を領収する場合であって、納入者

から希望があったときは、記載を省略する

ことができる。

５ 略 ４ 略

別表第１の２（第６条関係） 別表第１の２（第６条関係）

１ 出納員に委任させる事務 １ 出納員に委任させる事務

区分 委任事務 区分 委任事務

部 部

総務課 県史に関する県の刊行物の販

売代金及び送付に要する費用

に係る現金の収納に関する事

務

県民室～庶務集 略 県民室～庶務集 略

中局集中業務課 中局集中業務課

分権自治推進課 略 地域自立戦略課 略

統計課～警察本 略 統計課～警察本 略

部交通指導課 部交通指導課

出納機関及び出納 略 出納機関及び出納 略

機関に指定しない 機関に指定しない

機関 機関

２ 略 ２ 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の２の改正（「地域自立戦略課」を「分権自治推進

課」に改める部分に限る。）は、平成19年７月５日から施行する。

平成19年７月３日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第102号
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